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表１ 気候による調査地点と地区の分類

研 究 論 文

１．まえがき

経済成長とともに1990年頃から中国の都市家庭では家電

製品が急速に普及してきた．それにつれて，都市世帯当た

りの電力消費量も平均10％/年の速度で増加を続けている．

地球規模での持続的なエネルギー消費を考えると，中国の

家庭部門における省電力は今後重要性を増す課題のひとつ

であるとみなされるが，中国の家庭用電力使用の実態調査

と省電力の可能性に関しては限られた研究しか行われてい

ない．文献1）の研究は，北京，上海，広州の150世帯を対象

に実施したエアコンの使用実態調査に基づいて冷房に関す

る省電力の可能性を検討したものである．文献2）の研究は

冷蔵庫の省電力を検討したものである．フィールドテスト

の一部として北京，上海，広州で30世帯ずつを対象に，14

種類の機器に関する年間使用時間と消費電力量の調査を行

っているが標本数は小さい．文献3）では家庭における用途

別電力消費原単位が用いられているが，原単位の地域性は

考慮されていない．我々は，地域性を考慮した家庭用エネ

ルギーの使用実態を広範囲に把握することを目的に，中国

の13地点の都市家庭を対象としてエネルギー消費に関する

アンケート調査を実施した．本論文は，調査の結果に基づ

き，中国都市家庭における電力消費の現状と2020年までの

省電力の可能性を検討した結果の報告である．本論文の構

成は以下の通りである．アンケート調査の概要（第２章），

機器別年間電力消費量の推計（第３章），現在の用途別電力

消費量の推計（第４章），2020年の用途別電力消費量の推計

と省電力の可能性（第５章），まとめ（第６章）．

２．アンケート調査の概要

2.1 調査方法および調査内容

調査地点の選定には，エネルギー需要に対する気候の影

響をバランスよく評価できるように配慮した．13の調査地

点と西蔵地区を除く30の地区を気候の特性を考慮して表１
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のように分類する．なお，西蔵地区は機器保有数の統計デ

ータが不完全であり，他の地区と同程度の将来推計を行う

ことが難しいという理由で今回の検討からは外した．2003

年には長春，敦化，撫松，大連，青島，上海，浦江，成都，

三亜の９地点で，2004年には広州，烏魯木斉，昆明，太原

の４地点で調査員が戸別に調査票を配布して記入方法を個

別に口頭で説明し，記入してもらった調査票を回収した．

主な調査項目は表２に掲げる通りである．調査は各地点一

度ずつ行った．太原と昆明以外の調査地点の回収数は100，

太原の回収数は65，昆明の回収数は60である．

2.2 調査対象世帯の属性

アンケート調査の対象はサラリーマン家庭である．各都

市における調査対象家庭の平均的な世帯常住人数と一人当

たり居住面積，ならびに主な家電機器の保有状況を表３に

示す．カッコ内の数値は，その都市が属する地区の都市家

庭全体を対象とする統計値（世帯人数4），一人当たり居住面

積および平均保有台数5）とも2003年のデータ）である．調

査家庭のデータを各地区の統計値と比較すると，世帯人数

はほぼ平均的であるが，一人当たり住宅面積は青島市と広

州市の場合を除いて調査家庭の方が広めである．主な家電

機器の保有状況に関しては，調査世帯のカラーテレビ保有

数が地区の統計値より小さい傾向が認められる．また，普

及段階にあるエアコン，電子レンジ，パソコンの保有台数

については，調査世帯と地区の統計値の食い違いが大きめ

になる傾向が見られる．

３．機器別年間電力消費量の推計方法

3.1 照明

照明器具は白熱灯と蛍光灯である．器具単位で得た消費

電力と平均使用時間から，次式によって住宅面積当たりの

照明用年間電力消費量を推計する．

U＝（W1×T1＋W2×T2）/1000/Af………………………（1）

ここで，U ＝住宅面積当たり照明用電力消費量（kWh/年

/m2）

Wj＝照明器具 jの消費電力（W）

j＝1：白熱灯，j＝2：蛍光灯

Tj ＝照明器具 jの年間使用時間（h/年）

Af＝住宅面積（m2）

3.2 冷房

冷房機器はエアコンと扇風機である．機器の消費電力と

平均冷房時間から，次式によって冷房機器一台当たりの年

間電力消費量を機器別に推計する．

Uj＝Wj×Tj/1000………………………………………（2）

ここで，

Uj＝機器 jの一台当たり年間電力消費量（kWh/年/台）

（ j＝1：エアコン，j＝2：扇風機）

Wj＝機器 jの消費電力（W）

Tj ＝機器 jの平均年間使用時間（h/年）

表３ 調査対象世帯の属性と家電機器の保有状況

（注）カッコ内の数字はその都市が属する地区の都市家庭全体を対象とする統計値である．世帯人数の統計値は参考文献4），住宅面積の統計値は
参考文献5）による．

表２ アンケート調査の主な項目
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3.3 給湯

使用機器はシャワー用電気給湯器である．機器の消費電

力と平均使用時間から，次式によって機器一台当たりの給

湯用年間電力消費量を推計する．

U＝W×（T1＋T2）/1000 ………………………………（3）

ここで，

U＝機器一台当たり給湯用年間電力消費量（kWh/年/台）

W＝電気給湯器の定格消費電力（W）

T1＝シャワーの年間平均使用時間（h/年）

T2＝シャワーの年間平均予熱時間（h/年）

予熱時間はシャワー使用開始前に電気のスイッチを入れて

おく時間であり，四季平均で使用日当たり25分として算出

する．シャワー以外の用途に使用される電気給湯器の消費

電力は対象に含めていない．

3.4 家電機器

各地区における機器保有状況を統計から把握することが

可能な表４に掲げる家電機器を対象にした．機器の消費電

力と平均使用時間から，一台当たり年間電力消費量を次式

によって推計する．

Uj＝（Wj×Tj/1000）×Rj ………………………………（4）

ここで，

Uj＝機器 jの一台当たり年間電力消費量（kWh/年/台）

Wj＝機器 jの消費電力（W）

Tj ＝機器 jの年間使用時間（h/年）

Rj＝機器 jの定格電力と使用時平均消費電力の比

ON/OFF運転や節電機能等により，機器の定格電力と機器

使用時の平均消費電力は必ずしも等しくない．それを考慮

するために，式（4）では係数Rjを使用する．今回使用した

係数Rjの値は表４に示すとおりである．中国の家庭におけ

る機器の使用状況に即した係数Rjの値を今回の調査で把握

することはできなかったため，テレビとパソコンの係数Rj

については我が国の同種の機器に関する調査結果6），7）を参

考に設定した．また，冷蔵庫の係数Rjについては，文献2）

で報告されている中国製冷凍冷蔵庫の性能試験で計測され

た，全運転時間に占める圧縮機運転時間の割合の平均値を

採用した．その他の機器に関しては係数Rjの値を１とした．

3.5 検証

前節で述べた年間電力消費量推計法の精度を，各調査地

点における一世帯当たり平均年間消費電力量に関して検討

する．まず，式（1）～（4）により調査地点毎に住宅面積当た

りおよび機器一台当たり用途別年間電力消費量の平均値を

算出する．次に，調査地点毎の平均住宅面積と平均機器保

有数を求めて用途別年間電力消費量の平均値に乗じ，その

合計を調査地点毎の一世帯当たり平均年間消費電力量の推

計値とする．最後にこの推計値を，アンケートで調査した

世帯当たり年間消費電力量を調査地点毎に平均した値と比

較する．結果は図１の通りである．13地点のうち２地点（大

連，三亜）ではアンケート値が推計値よりもやや大きいが，

残りの11地点では±30％以内の精度で推計値と調査値が一

致している．平均誤差は17％である．調査値が計測値では

なく概数であることも不一致の一因であると考えられる．

４．2003年の世帯当たり用途別年間電力消費量の推計

4.1 世帯当たり用途別年間電力消費量の推計方法

表１の区分Ⅰ～区分Ⅴを単位に，用途別に世帯当たりの

年間電力消費量を推計する．推計式は次のとおりである．

E j＝Uj×Sj ……………………………………………（5）

ここで，

j ＝用途

E j＝用途別世帯当たり年間電力消費量（kWh/年/世帯）

Uj＝用途別電力消費原単位

Sj＝照明に関しては世帯当たり住宅面積．照明以外の

用途に関しては一世帯当たりの機器保有台数．

各地区の世帯当たり住宅面積ならびに一世帯当たりの機器

保有台数は文献5）所載の2003年末時点のデータを使用する．

なお，統計上保有台数を把握できる給湯機器はシャワー用

給湯器のみである5）．中国では電気給湯器のほかにもLPG給

湯器，ガス給湯器，太陽熱温水器などが利用されているが，

統計上では使用エネルギーによる区別はされていない．そ

こで，アンケート結果では給湯器全体の約４割が電気給湯

器であったことから，文献5）から得られる一世帯当たりの

（注）「７．その他」に分類したのは，掃除機とレンジフードである．

表４ 対象家電機器

図１ 調査地点の世帯当たり年間電力消費量

に関する推計値と調査結果の比較
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シャワー用給湯器保有台数の40％を電気給湯器の保有台数

とみなす．

4.2 用途別電力消費原単位の設定

区分Ⅰ～区分Ⅴにおける世帯当たり用途別電力消費量の

推計に用いる用途別電力消費原単位は，アンケート調査地

点における機器別年間電力消費量の推計結果に基づいて設

定した．ただし，推計の精度が低かった三亜と大連のデー

タは除外した．冷房および給湯機器の使用状況には気候の

強い影響が認められるので，各区分に属する調査地点にお

ける機器一台当たり年間電力消費量の平均値をこれらの用

途の電力消費原単位とした．結果を標準偏差，標本数とと

もに表５に示す．区分Ⅳに属する広州では比較的小容量の

エアコンを複数台使用している世帯が多いため，区分Ⅳの

エアコンの原単位は他の区分よりも小さめになったが，世

帯当たりのエアコン用年間消費電力量が少ないわけではな

い．区分Ⅴのエアコンの原単位が零であるのは，昆明で調

査した世帯がエアコンを所有していなかったためであるが，

表３に示すとおり統計的にも区分Ⅴの地域におけるエアコ

ンの普及率は極めて低い．気候の影響が明確には認められ

ない冷房，給湯以外の用途に関しては，全11調査地点にお

ける用途別機器一台当たり年間電力消費量ならびに住宅面

積当たり照明用年間電力消費量推計値の平均を電力消費原

単位とした．結果は表６に掲げるとおりである．なお，ア

ンケート調査から算出した機器別年間電力消費量の相対度

数分布は次式のワイブル分布で比較的良く近似できた．

…………………………（6）

各機器別の相対度数分布を最小２乗近似するワイブル分布

のパラメータα，βは表に示す通りである．多くの機器でパ
ラメータαの値が１付近の値をとり，分布形は指数分布に
近い．最頻値が平均値から離れているため平均値と標準偏

差が同程度の大きさになっている．

4.3 推計結果

表１に掲げた地域区分別に2003年における世帯当たり用

途別年間電力消費量を推計した結果を図２に示す．区分Ⅰ，

区分Ⅴの電力消費量は少なく年間約1,000kWh/世帯である

のに対して，区分Ⅲ，区分Ⅳの世帯当たり年間電力消費量

は大きく1,700kWh以上と推計された．地域差は主に冷房需

要と給湯需要の違いから生じている．今回の推計結果に基

づき各地区の都市家庭世帯数分布で重み付けした一世帯当

たり年間電力消費量の全国平均値は1,450kWhである．他方，

文献5）によれば2003年における都市家庭の年間電力購入量

は一人当たり380kWh，平均世帯員数は3.0人であるので，

これらから算出される一世帯当たり年間電力消費量の全国

平均値は1,140kWh/年/世帯である．今回の推計結果を，文

献5）における各地区の調査世帯数分布で重み付けした全国

平均値は1,400kWhとなり，文献5）に基づく世帯当たり年間

表５ 冷房・給湯の原単位
原単位は機器一台当たりの年間電力消費量（kWh/年/台）を表す．

照明は住宅面積当たりの年間電力消費量（kWh/年/m2），それ以外は機器
一台当たりの年間電力消費量（kWh/年/台）を表す．

表６ 照明・家電機器の原単位

図２ 地域区分単位でみた世帯当たり用途別

年間電力消費量の推計結果（2003年）

f（x）＝（α/βα）x
α－1

e
－（x/β）α 
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電力消費量より約23％大きくなる．この差は主として，今

回のアンケート調査が都市の中心部で行われたのに対し，

文献5）の調査が都市周辺部を含むより広い範囲の家庭を対

象として行われたということに起因すると考えられる．

５．2020年の用途別電力消費量の推計と
省電力の可能性

ここでは，中国都市家庭における住宅面積と機器保有の

動向を想定して，2020年における用途別電力消費量と省電

力の可能性を検討する．推計は，照明，冷房，給湯（シャ

ワー）および表４に掲げた家電機器（冷蔵庫，テレビ，洗

濯機，パソコン，炊飯器，電子レンジ，掃除機，レンジフ

ード）を対象に，各用途の世帯当たり年間電力消費量を積

み上げて行う．なお，我が国同様，中国においても温水便

座，衣類乾燥機など，現時点では普及していない家電機器

の利用が今後進む可能性はあるが，その将来動向を予測す

る情報は無いため今回の検討には含めていない．

5.1 住宅面積の推計

中国都市部では次第に広い住宅が求められるようになっ

てきている．今回のアンケートの結果では，住宅購入を希

望している世帯の75％以上が100m2以上の広さの住宅を購

入したいと回答している．統計5）によると全国平均で1997

年には世帯当たり57m2であった住宅面積は2003年には71m2

になったと推定される．そこで，この傾向を外挿して2020

年の全国平均住宅面積を約110m2とし，各地区世帯の住宅

面積も同じ割合で増加するものとして，2020年における各

地区の世帯当たり住宅面積を設定する．

5.2 機器保有台数の推計

（1）機器保有台数の推計法

推計式（5）で使用する2020年時点の各地区世帯の平均機

器保有台数は，都市世帯の一人当たり実質可処分所得に基

づいて推計する．図３は1987年～1995年の家計調査結果4）

を用いて作成した，式（7）で定義するカラーテレビ保有台

数の所得弾性値の分布を示した図である．横軸は1995年価

格で表示した一人当たりの実質可処分所得である．

所得弾性値＝（ΔS/S）/（ΔY/Y） ……………………（7）

ここで，S＝世帯当たりの平均機器保有数

Y＝世帯１人当たり可処分所得

実質可処分所得が増加すると保有台数の所得弾性値が減少

する傾向が認められる．そこで，所得弾性値をYの負ベキ

乗で近似（図３の実線）し，保有台数Sを一人当たり実質

可処分所得Yの関数として，式（8）のように表す．

…………………………………（8）

ここで，A，α，m＝正の定数

定数Aは可処分所得が十分に大きくなり保有台数が飽和す

る場合の台数を表すと解釈できる．原単位の場合と同様に，

気候の影響を受ける冷房および給湯機器に関しては表１に

掲げた地域区分毎に定数Aを設定する．それ以外の機器に

ついては，飽和に達したときの生活レベルに地域差はない

という前提で，定数Aの値は全国共通であると想定する．

2020年までの保有台数を推定する手順は以下の通りである．

①都市家庭消費価格指数4）を用いて実質価格（1995年価格）

に換算した都市家庭の一人当たり可処分所得と，100世帯

当たりの家電製品の保有台数の時系列データから，最小

自乗法により式（8）に含まれる定数の値を推定する．

②2020年までの都市部世帯一人当たり実質可処分所得のシ

ナリオを作成する．

③式（7）により2020年までの保有台数を推定する．

（2）一人当たり実質可処分所得のシナリオ

2020年までの都市部世帯一人当たり実質可処分所得のシ

ナリオを設定する手順は以下の通りである．まず，2020年

までの全国・地区別の一人当たり実質GDP成長率を想定す

る．次に，1985年～1998年の時系列データを用いて，一人

当たり実質GDPに対する都市家庭の一人当たり実質可処分

所得の弾性値を全国および地区別に推定する．最後に，推

定した弾性値を用いて，一人当たりGDP成長率から2020年

までの一人当たり実質可処分所得の成長率を算出し，一人

当たり実質可処分所得のシナリオを作成する．今回は，中

国全国の一人当たり実質GDP成長率を2005年～2010年では

6.0％，2010年～2015年では5.8％，2015年～2020年では5.3％

と想定した．この想定の下で，2020年における都市家庭の

一人当たり可処分所得（全国平均）は約15,000元（1995年

固定価格）になる．

5.3 用途別電力消費原単位の設定

将来時点における各用途の平均的な電力消費原単位を推

定するためには，機器効率の動向とともに，現在家庭が保

有する機器の使用年数構成，および機器の買い換え率を知

る必要がある．機器の使用年数構成とは，購入から現時点

までの使用年数の分布のことであり，買い換え率とは購入

図３ カラーテレビ保有台数の所得弾性値

（1987年～1995年）

S＝Aexp（－αY
－m） 
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時点から一定の年数使用された機器が買い換えられる割合

のことである．これらに基づき，将来各用途に使用される

機器の平均電力消費原単位を次式を用いて推定する．

……（9）

n，k＝暦年

S（n）＝n年における世帯当たり機器保有台数

U（n）＝n年における機器の平均電力消費原単位

σ（k）＝k年に購入した機器の台数

ν（k）＝k年に購入した機器の電力消費原単位

p（k）＝購入後k年経過後の機器の買い換え率

都市家庭が現在保有する機器の使用年数構成，および機器

の買い換え率は，アンケート調査を行った13地点の平均値

を使用する．なお，アンケート調査の結果から求めた中国

都市家庭における冷蔵庫，エアコン，テレビの平均使用年

数を表７に示す．我が国の家庭における調査結果8）は，冷

蔵庫10.8年，エアコン12.2年，テレビ9.5年である．

5.4 効率現状維持ケースの用途別年間電力消費量

まず，2020年まで機器効率が現在の水準のままである場

合の電力需要を推計し，それを効率現状維持ケースとする．

この場合でも，表８に示すとおり年々機器の効率が向上し

ているので，古い製品が更新されることによりストックの

平均的な機器効率が改善される．

一方，機器の大型化による消費エネルギーの増加も考慮

する必要がある．中国の家庭における家電機器の大型化の

傾向は，アンケートの結果に基づき，現在使用されている

機器の平均サイズを購入時期別に比較することにより予測

する．たとえば，10年前25インチであったテレビの平均画

面サイズは現在29インチになっている．これを外挿すると，

2020年には37インチに大型化することが予想される．中国

の場合，冷蔵庫の大型化は緩やかで，現在200リットルの平

均容積は2020年までに215リットルに増加するにとどまる

と予想される．これらの機器の大型化の影響を現在の技術

水準で評価して2020年の機器効率を設定したものが表８の

効率現状維持ケースの値である．表１に掲げた地域区分別

に，2020年における現状維持ケースの世帯当たり用途別年

間電力消費量を推計した結果を図４に示す．各地区の都市

家庭世帯数分布で重み付けした世帯当たり年間電力消費量

の全国平均推計値は1,900kWhであり，2003年に比べて31％

増加する．区分Ⅳの増加率が40％と最大であり，区分Ⅰは

最小の17％の増加に止まる．

5.5 機器効率の向上による省エネルギー効果

電力消費量の大きい冷蔵庫，エアコン，テレビ，照明の

効率向上による省電力効果を試算する．機器効率の向上に

関しては我が国における動向9），10）を参考にする．

（1）冷蔵庫　　中国の新しい冷蔵庫の年間消費電力量は，

我が国の同クラス（200リットル級）の冷蔵庫の年間消費電

力量10）とほぼ同じ水準にある．一方，各種の省エネルギー

技術を採用することにより，我が国では400リットル以上の

大型冷蔵庫の容積当たり年間消費電力量は200リットル級

冷蔵庫の1/4以下にまで低減されている9）．この省エネルギ

ーの水準が200リットル級の冷蔵庫で実現されるようにな

れば，表８の効率現状維持ケースと比較して２倍以上の高

効率を達成することは十分可能であると考えられる．ここ

表８ 機器効率に関する想定

（注）現時点および10年前の製品の機器効率は，製品カタログおよび聞き取り調査に基づいて設定した．冷蔵庫の消費電力量は規定の試験法で各企業の試験
室で測定された値である．

表７ 中国の都市家庭　家電機器平均使用年数

図４ 地域区分単位でみた世帯当たり用途別年間電力

消費量の推計結果（2020年・効率現状維持ケース）

S（n）＝ Σ 
k＝n－25

n

σ（k）｛1－p（n－k）｝ 

U（n）＝ Σ 
k＝n－25

n

ν（k）σ（k）｛1－p（n－k）｝ S（n） 
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では2020年に出荷される冷蔵庫の平均性能は表８の効率現

状維持ケースと比較して２倍高効率であると想定する．

（2）エアコン　　中国の都市家庭で使用されているエアコ

ンは冷房能力２kW～５kWのものが多い．我が国では冷房能

力2.2kW級のエアコンではCOPが６以上，４kW級のエアコ

ンでもCOPが4.8に達する機器が商品化されている．ここで

は2020年に出荷される製品の平均COPは６に達するとする．

（3）テレビ　　我が国では2000年頃から普及し始めた液晶

テレビの出荷台数が約５年間でCRTテレビとほぼ等しくな

り11），2010年には出荷台数のほとんどを液晶テレビやプラ

ズマディスプレイテレビが占めるようになると予想される．

中国でも現在高級テレビの生産は液晶テレビが主流になり

つつあり，出荷台数の増加と低価格化が急速に進行しだし

たと報じられている12）．ここでは我が国における動向に鑑

みて，2015年には中国でも出荷台数の全てを液晶テレビが

占めると想定する．液晶テレビの電力消費量は，効率現状

維持ケースで想定するCRTテレビの1/3であるとする10）．

（4）照明　　白熱電球をCFLで置き換えることにより75％

以上の省電力が可能である．用途によりCFLに置き換え可

能な白熱電球の割合は全体の約75％と見込まれる事13）を考

慮して，置き換えによる省電力率を50％と想定する．蛍光

灯はインバータ化により15％の省電力が可能であるとする．

以上の想定に基づいて，2020年における冷蔵庫，エアコ

ン，テレビ，照明機器の効率向上を設定したのが，表８の

効率改善ケースの値である．効率改善ケースの機器効率シ

ナリオを用いて2020年の世帯当たり年間電力消費量を試算

し，効率現状維持ケースの値と比較した結果を図５に示す．

縦軸は区分Ⅰから区分Ⅴのそれぞれの効率現状維持ケース

における世帯当たり年間電力消費量を基準として，各機器

の効率向上による削減量を表示している．冷房需要が多い

区分Ⅲ，区分Ⅳでは省電力ポテンシャルが大きく約700kWh/

年に及ぶ．冷房需要がほとんど無い区分Ⅰ，区分Ⅴでは削

減効果が相対的に小さく300kWh/年程度である．全国平均

では約570kWh/年の削減効果となる．

６．あとがき

中国13地点で実施したアンケート調査の結果に基づき，

中国都市家庭における用途別電力消費原単位を，気候によ

る違いを考慮して推定した．推定した原単位を基に，照明，

冷房，給湯（シャワー）および８種類の家電機器（冷蔵庫，

テレビ，洗濯機，パソコン，炊飯器，電子レンジ，掃除機，

レンジフード）を対象に，住宅面積，機器保有，機器効率

などの動向を勘案して2020年における中国都市家庭の電力

需要を推計した結果，対象とした用途の範囲内で現時点よ

りも31％の増加が見込まれることを示した．さらに，冷蔵

庫，テレビ，エアコン，照明の効率向上による2020年の省

エネルギー効果を試算し，効率現状維持ケースよりも世帯

当たり年間300kWh～700kWhの節減が可能であること，冷

房需要が多い地域で省電力のポテンシャルが大きいことを

示した．

図５ 機器効率の向上による世帯当たり年間消費電力の

削減効果（2020年）
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